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（単位：億円）

備 考

① ② ①－② ①／②

2023年度人事委員会勧告を反映

6,313 5,983 330 105.5 退職手当 199億円→382億円（退職手当平準化基金繰入金96億円充当）

後期高齢者医療費負担金 731億円→778億円

3,465 3,291 174 105.3 施設型教育・保育給付費 225億円→251億円

元金（市場公募債等満期一括積立を含む） 3,435億円→3,341億円

3,674 3,773 △ 99 97.4 利子 318億円→313億円

公共事業 1,680億円→1,690億円

3,549 3,182 367 111.5 単独事業 1,502億円→1,859億円

地方消費税交付金 1,991億円→1,812億円

5,478 5,645 △ 167 97.0 地方消費税清算金 2,752億円→2,675億円

5,470 7,783 △ 2,313 70.3 新型コロナウイルス感染症対策関連事業 2,535億円→46億円

(27,902) (27,072) (830) (103.1) （　）は、新型コロナウイルス感染症対策関連事業を除いた場合

27,949 29,657 △ 1,708 94.2 新型コロナウイルス感染症対策関連事業全体では2,585億円→47億円

法人二税 3,981億円→4,380億円　個人県民税 3,179億円→3,074億円(定額減税)

12,907 12,467 440 103.5 （県税及び特別法人事業譲与税 13,784億円→14,292億円）

(1,300) (1,500) (△ 200) (86.7)

900 900 0 100.0 県税収入の動向や地方財政計画を踏まえ計上

臨時財政対策債 600億円→400億円

2,470 2,286 184 108.0 通常の県債 1,666億円→1,995億円

11,672 14,004 △ 2,332 83.4

27,949 29,657 △ 1,708 94.2

地 方 交 付 税

（臨時財政対策債を含む）

２０２４年度 当初予算（一般会計）

２０２４年度 ２０２３年度 増　　減
区 分

減債基金(任意積立分) 999億円→1,000億円　財政調整基金取崩し 425億円→289億円
新型コロナウイルス感染症対策関連国庫支出金 2,282億円→11億円
地方特例交付金 53億円→236億円
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